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ROBOPROファンド
追加型投信／内外／資産複合

■設定来の基準価額の推移
• 基準価額は1万口当たり、作成基準日現

在、年率1.562％（税抜1.42％）の信託
報酬控除後です。

• 分配金再投資基準価額は、分配金（税引
前）を分配時に再投資したものとみなし
て計算したものです。

• グラフは過去の実績であり､将来の成果
を示唆または保証するものではありま
せん。

■分配金再投資基準価額の騰落率
• 騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、

1年前、3年前の各月の月末および設定
日との比較です。

• 分配金再投資基準価額の設定来騰落率
は、1万口当たりの当初設定元本との比
較です。

• 当ファンドは、各資産の配分比率を機動
的に変更して運用を行います。そのため、
当ファンドの値動きを表す適切な指数が
存在しないため、ベンチマークおよび参
考指数は設定しておりません。

■最近5期の分配金（税引前）の推移
• 分配金は1万口当たり、税引前です。
• 運用状況等によっては分配金額が変わ

る場合、或いは分配金が支払われない
場合があります。

■ポートフォリオ構成比率
• マザーファンドを通じた実質比率です。

（マザーファンドの組入比率を除く。）

設定来の基準価額の推移

分配金再投資基準価額の騰落率

最近5期の分配金（税引前）の推移 ポートフォリオ構成比率

当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

100円2024/06/19

200円2024/12/19

200円2025/06/19

200円2025/12/19

700円設定来合計

設定来3年前1年前6ヵ月前3ヵ月前1ヵ月前

54.76％－20.68%11.11%1.67%▲0.64%

96.7%（ETF）上場投資信託証券

3.3％短期金融商品・その他

99.1％マザーファンド組入比率

3銘柄組入銘柄数
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世界中に分散投資

月間騰落率 (現地通貨ベース)
■投資対象資産クラスとETF

• 米国株式
バンガード・トータル・ストック・
マーケットETF

• 先進国株式
バンガードFTSEディベロップド・
マーケッツETF
※米国は含まれません。

• 新興国株式
バンガードFTSEエマージング・
マーケッツETF

• 米国債券
バンガード・トータル債券市場ETF

• ハイイールド債券
iシェアーズiBoxx米ドル建てハイ
イールド社債ETF

• 新興国債券
iシェアーズJPモルガン・米ドル建
てエマージング・マーケット債券
ETF

• 不動産
iシェアーズ米国不動産ETF

• 金
SPDR® Gold MiniShares
Trust

• 投資対象資産クラスおよびETFは、
作成基準日現在のものです。

■月間騰落率（前月末比）
• 騰落率は作成基準日と前月末との

比較です。（各資産については現地
前営業日の終値ベース）

■直近5年間の各ETFの推移
• 作成基準日の5年前の月末を100

として指数化したものです。月次
データ、円換算ベース。

■各ETFの騰落率
• 騰落率は作成基準日と1年前、5年

前の各月の月末との比較です。
円換算ベース。

（出所）
Bloombergのデータを基に
SBI岡三アセットマネジメント作成

直近5年間の各ETFの推移 各ETFの騰落率

当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

※「直近5年間の各ETFの推移」「各
ETFの騰落率」はいずれも円換算
ベース

※市場環境等についての評価、分析等は将来の運用成果を保証するものではありません。
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5年前1年前

177.9%15.2%米国株式

144.7%36.9%先進国株式

89.4%30.6%新興国株式

45.8%6.5%米国債券

79.9%7.6%
ハイイールド
債券

59.2%12.1%新興国債券

89.6%3.8%不動産

286.1%72.7%金

2026年1月30日現在
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バランスのとれたリスク／リターン

ファンドマネージャーのコメント

組入上位銘柄

■リスク／リターン
• 日本株

TOPIX（配当込み）
• 米国株

S&P500種指数(配当込み、
円換算ベース)

• ROBOPRO
2020年1月15日から2023年
12月27日まではROBOPROの
実績パフォーマンス（運用手数料
控除前）、2023年12月28日か
らはROBOPROファンドの実績
パフォーマンス（信託報酬控除後）
を繋ぎ合わせた運用パフォーマン
ス。いずれも年率1.562％（税
込）の信託報酬支払いを考慮した
もの。

• ROBOPROの運用開始日
(2020年1月15日)の前日を
100として指数化して算出してい
ます。

• 左記のROBOPROと日本株、米
国株を組合わせたものは、それぞ
れ50％ずつ資産配分したと仮定
したシミュレーションであり、当
ファンドのパフォーマンスではあ
りません。

• リターンは算出期間の累積リター
ンを、リスクは変化率（日次）の標
準偏差をそれぞれ年率換算して
算出しています。

（出所）
FOLIO、Bloombergのデータを
基にSBI岡三アセットマネジメント
作成

当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

※市場環境等についての評価、分析
等は将来の運用成果を保証する
ものではありません。

ROBOPROを長期の資産形成に活用
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比率資産クラス銘柄

44.1%米国株式バンガード・トータル・ストック・マーケットＥＴＦ1

35.6%新興国債券ｉシェアーズＪＰモルガン・米ドル建てエマージング・マーケット債券ETF2

17.9%新興国株式バンガードＦＴＳＥエマージング・マーケッツＥＴＦ3

ーーー4

ーーー5

ーーー6

ーーー7

ーーー8

＜投資環境＞

1月の金融市場は、月中にかけてグリーンランドの領有問題を巡る米欧間の緊張が意識され、米国株式・米国
債・ドルが同時に売られる場面がみられました。その後、米国が欧州への強硬姿勢を和らげたとの見方や、トラ
ンプ米大統領と北大西洋条約機構（NATO）のルッテ事務総長が将来の枠組み作りで一定の合意に至ったと伝
わったことから、市場全体の警戒感は後退しました。

世界の株式市場は月間では上昇しました。月初は半導体関連株の上昇や新年入りに伴う資金流入期待から堅
調に推移しました。中旬は米欧関係の緊張が重しとなりましたが、その後は前述の懸念後退を受けて下落分を
縮小しました。新興国株式は、中国の経済指標の改善や不動産開発業者向け融資規制緩和の報道を背景に上昇
し、加えて新興国通貨の対ドル高もドルベースのリターンを押し上げました。

米国債券市場では、10年国債利回りが上昇（価格は下落）しました。前半は小幅なレンジでの推移となりまし
たが、中旬にかけて米欧関係の緊張や日本国債利回りの急上昇が米国債にも波及し、利回りは上昇しました。
月末にかけては、米国の対欧姿勢が落ち着いたとの見方から、利回りの上昇幅は縮小しました。

為替市場では、ドル/円は下落（ドル安・円高）しました。前半は方向感に乏しい展開となりましたが、衆議院解
散観測を受けて拡張的な財政政策が続くとの思惑が強まり、ドル/円が上昇しました。中旬以降は、日銀や
ニューヨーク連銀が市場参加者に相場水準を尋ねるレートチェックを実施したとの報道を受け、為替介入への
警戒感が高まり、ドル/円は159円台から152円台まで急速に下落しました。その後、ベッセント米財務長官が
為替介入を否定する発言を行ったことで、下落幅をやや縮小しました。

＜運用経過＞

1月のAI予測（8つの資産の将来のリターンに関する予測）では、米国株式と新興国株式、新興国債券への期
待が引き続き相対的に高くなりました。一方、米国債券やハイイールド債券などについては、引き続き相対的に
劣後する見通しとなりました。これを受けた投資配分では、米国株式と新興国債券の組み入れを若干減らし、新
興国株式へ配分しました。その結果、米国株式と新興国債券の高位組み入れを維持しながら、株式資産合計の
比率も増やし、やや攻めの姿勢を強めたポートフォリオとなりました。各資産の月間騰落率を見ると米国債券を
除きすべての資産が上昇しましたが、ドル/円が下落したため、基準価額は下落しました。

2026年1月30日現在
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AI予測を活用するROBOPROの特徴

※対象データの特徴を定量的な数値
として表したもの。

■投資対象資産クラスとETF

• 米国株式
バンガード・トータル・ストック・
マーケットETF

• 先進国株式
バンガードFTSEディベロップド・
マーケッツETF
※米国は含まれません。

• 新興国株式
バンガードFTSEエマージング・
マーケッツETF

• 米国債券
バンガード・トータル債券市場
ETF

• ハイイールド債券
iシェアーズiBoxx米ドル建てハイ
イールド社債ETF

• 新興国債券
iシェアーズJPモルガン・米ドル建
てエマージング・マーケット債券
ETF

• 不動産
iシェアーズ米国不動産ETF

• 金
SPDR® Gold MiniShares
Trust

• 各比率はマザーファンドの純資産
総額に対する比率です。

• 投資対象資産クラスおよびETF
は、作成基準日現在のものです。

当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

先行指標分析

機械学習

●先行性の高いマーケットデータを解析

約１,000の特徴量※を組み合わせて、
多角的に解析する。

参考とするマーケットデータの例

（以下のデータ以外は非公開、実際には40以上のデータ）

日本株 米国株 ドル/円

米国債
ハイイールド

債券
原油

金 銅

●機械学習による継続的なモデル改善

市場の変動要因やその傾向を分析・学習し、合理的かつ効率的に予測モデルの改良を続ける。
年月の経過にあわせて予測精度の向上が期待できる。

米国株式

44.1%

新興国株式

17.9%

新興国債券

35.6%

キャッシュ

2.4%

キャッシュ

金

不動産

新興国債券

ハイイールド債券
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米国債券

新興国株式

先進国株式

米国株式

資産別構成比率の推移（月次） 資産別構成比率

2026年1月30日現在
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ファンドの特色1

当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。
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当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

ファンドの特色2
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当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

投資リスク1
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当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

投資リスク2
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当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。
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お申込みメモ
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SBI岡三アセットマネジメント株式会社 （ファンドの運用の指図を行います。）

委託会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第370号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

株式会社りそな銀行 （ファンドの財産の保管及び管理を行います。）受託会社

当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。
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ファンドの費用

委託会社および関係法人の概況

10



当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱い、解約請
求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。

販売会社について（1）
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加入協会

登録番号商号
一般社団法人

第二種金融商品
取引業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

日本証券業
協会

（金融商品取引業者）

○近畿財務局長（金商）第5号永和証券株式会社

○○○○関東財務局長（金商）第2251号ＳＭＢＣ日興証券株式会社

○○○関東財務局長（金商）第44号株式会社SBI証券

○○関東財務局長（金商）第8号株式会社SBIネオトレード証券

○東海財務局長（金商）第191号ＯＫＢ証券株式会社

○○○○関東財務局長（金商）第53号岡三証券株式会社

○関東財務局長（金商）第169号岡三にいがた証券株式会社

○沖縄総合事務局長（金商）第1号おきぎん証券株式会社

○四国財務局長（金商）第3号香川証券株式会社

○九州財務局長（金商）第18号九州ＦＧ証券株式会社

○東海財務局長（金商）第7号寿証券株式会社

○九州財務局長（金商）第1号大熊本証券株式会社

○○○○関東財務局長（金商）第108号大和証券株式会社

○○中国財務局長（金商）第6号中銀証券株式会社

○近畿財務局長（金商）第25号南都まほろば証券株式会社

○中国財務局長（金商）第20号ひろぎん証券株式会社

○北陸財務局長（金商）第12号益茂証券株式会社

○○関東財務局長（金商）第164号松井証券株式会社

○○○○関東財務局長（金商）第165号マネックス証券株式会社

○○○○関東財務局長（金商）第61号三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社

○関東財務局長（金商）第1771号めぶき証券株式会社

○○○○関東財務局長（金商）第195号楽天証券株式会社

（登録金融機関）

○○東海財務局長（登金）第12号株式会社あいち銀行

○関東財務局長（登金）第633号
株式会社イオン銀行（委託金融商品取
引業者：マネックス証券株式会社）

○○近畿財務局長（登金）第6号株式会社池田泉州銀行

○○関東財務局長（登金）第10号
株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

○四国財務局長（登金）第6号株式会社愛媛銀行

○九州財務局長（登金）第2号
株式会社鹿児島銀行（委託金融商品取
引業者：九州ＦＧ証券株式会社）

○近畿財務局長（登金）第8号株式会社紀陽銀行

○東海財務局長（登金）第16号株式会社三十三銀行

○東北財務局長（登金）第6号株式会社荘内銀行

※大和証券株式会社は、一般社団法人日本STO協会にも加入しております。

2026年1月30日現在



<ご注意>

• 本資料はSBI岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので
必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売
会社について」でご確認ください。

• 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、税金、手数
料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示すものではありません。

• 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針通りの運用が行われない場合もあります。
• 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱い、解約請
求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。

販売会社について（2）

販売用資料＜月次運用レポート＞

12当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

加入協会

登録番号商号
一般社団法人

第二種金融商品
取引業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

日本証券業
協会

○関東財務局長（登金）第61号株式会社大光銀行

○近畿財務局長（登金）第14号株式会社但馬銀行

○○中国財務局長（登金）第2号株式会社中国銀行

○関東財務局長（登金）第60号株式会社東和銀行

○中国財務局長（登金）第11号株式会社トマト銀行

○北陸財務局長（登金）第7号株式会社富山第一銀行

○○福岡財務支局長（登金）第6号株式会社西日本シティ銀行

○九州財務局長（登金）第3号
株式会社肥後銀行（委託金融商品取引
業者：九州ＦＧ証券株式会社）

○○中国財務局長（登金）第5号株式会社広島銀行

○東北財務局長（登金）第10号株式会社北都銀行

○○近畿財務局長（登金）第22号株式会社みなと銀行

○九州財務局長（登金）第10号株式会社宮崎太陽銀行

2026年1月30日現在


